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 大分銀行のプロフィール 

本  店 

創  立 

資 本 金 

従業員数 

店 舗 数 

預金等残高 

貸出金残高 

外部格付 

 

： 大分市府内町3丁目4番1号 

： 明治26年2月1日 

： 195億98百万円 

： 1,658名（出向者および嘱託等を除く） 

： 99ヶ店（うち大分県内：88ヶ店） 

： 2兆8,432億円 

： 1兆7,389億円 

： A+（日本格付研究所） 

平成29年3月31日現在 

（代理店４ヶ店を含む、別途東京事務所・香港駐在員事務所あり） 

  

  

  

≪経営理念≫ 

地域社会の繁栄に貢献するため 

銀行業務を通じ最善をつくす 

≪ブランドスローガン≫ 

感動を、シェアしたい。 

≪Credo～私たちの約束～≫ 

＜理念＞ 

＜行動指針＞ 

「地域とお客さまへの約束」 

     ・地域への貢献 

     ・お客さまへの感謝 

     ・卓越したおもてなし 

     ・快適な店づくり 

     ・身だしなみと行動 

「自分自身と仲間への約束」 

  ・誇りと責任 

  ・仲間への感謝 

  ・自己研鑽 

  ・チャレンジ 

  ・心豊かな毎日 

＜宣言＞ 

経営理念 体系図 概 要 
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 1．【連結】損益概況 

 2．親会社株主に帰属する当期純利益・ 

   連結自己資本比率 

 3．【単体】損益概況 

 4．資金利益・コア業務純益 

 5．与信費用 

 6．金融再生法開示債権 

 7．当期純利益・株主資本ROE 

 8．利回り・利鞘 

 9．OHR 

10．預金等 

11．貸出金 

12．大分県内シェア 

13．有価証券ポートフォリオ 

14．預り資産 

15．自己資本とその配賦状況 

16．株主還元 

17．平成29年度業績予想 
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Ⅰ．平成28年度決算 Ⅱ．当行の経営戦略 

 目 次 

 1．CSVの実現 

 2．「中期経営計画2016」 

 3．貸出金のリバランス 

 4．県内事業性の強化策 

 5．行動プロセス変革 

 6．地域のお客さまとのお取引における基本姿勢 

 7．経営支援の取り組み方針 

 8．お客さまのライフステージに応じたサポート 

 9．円滑な資金供給 

10．個人ローンの強化策 

11．有担保ローンの増強 

12．消費性ローンの増強 

13．役務収益の増強 

14．営業人員の増強・経費圧縮 

15．地方創生に向けた取り組み 

16．地域活性化に向けた外部連携の取り組み 

17．「大分銀行 宗麟館」の活用 

18．文化・スポーツ活動へのサポート 

19．FinTechへの取り組み 

 

 

 

  



Ⅰ．平成 28 年度決算 
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・資金利益、役務取引等利益、その他業務利益いずれも減少し、連結粗利益は前期対比▲２１億円の４１２億円となった。 

・連結粗利益が減少したことに加え、株式等関係損益が前期対比▲１９億円となったことから、経常利益は前期対比▲４４億 

 円の１０１億円（過去１１番目の水準）となった。 

（単位：億円） 

1．【連結】損益概況 

平成２７年度 平成２８年度 増　減

連結経常収益 600 589 ▲ 11

連結粗利益 433 412 ▲ 21

資金利益 352 349 ▲ 3

役務取引等利益 72 70 ▲ 2

その他業務利益 8 ▲ 7 ▲ 15

営業経費 318 319 1

貸倒償却引当費用 6 14 8

個別貸倒引当金繰入額 11 19 8

一般貸倒引当金繰入額 ▲ 5 ▲ 4 1

貸倒引当金戻入益 － － －

株式等関係損益 32 13 ▲ 19

その他 5 9 4

経常利益 145 101 ▲ 44

特別損益 ▲ 2 ▲ 2 0

税金等調整前当期純利益 142 99 ▲ 43

親会社株主に帰属する当期純利益 97 75 ▲ 22
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親会社株主に帰属する当期純利益の推移 連結自己資本比率の推移 

（単位：億円） 

2．親会社株主に帰属する当期純利益・連結自己資本比率 

・親会社株主に帰属する当期純利益は、平成２８年度で前期対比▲２２億円の７５億円と８期ぶりに減少した。 

・県内の事業性貸出金や出資等の増加によりリスク・アセットは増加したものの、利益計上による自己資本の増強により、 

 連結自己資本比率は前期対比＋０.１５ポイントの１０.９９％となった。 
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・経常利益段階で２期連続の減収減益となった。 

・経常利益は９１億円で過去２０年間で１１番目、当期純利益は６９億円で７番目の水準となった。 

（単位：億円） 

3．【単体】損益概況 

平成２７年度 平成２８年度 増　減

経常収益 503 490 ▲ 13

コア業務粗利益 402 390 ▲ 12

業務粗利益 404 384 ▲ 20

資金利益 348 346 ▲ 2

役務取引等利益 60 58 ▲ 2

その他業務利益 ▲ 4 ▲ 20 ▲ 16

（うち国債等債券損益） 2 ▲ 6 ▲ 8

経費 305 294 ▲ 11

業務純益（一般貸倒繰入前） 99 90 ▲ 9

コア業務純益 97 96 ▲ 1

一般貸倒引当金繰入額① ▲ 5 ▲ 5 0

業務純益 104 95 ▲ 9

臨時損益 25 ▲ 4 ▲ 29

不良債権処理額② 12 16 4

貸倒引当金戻入益③ ― ー ー

株式等損益 31 12 ▲ 19

その他臨時損益 5 ▲０ ▲５

経常利益 130 91 ▲ 39

特別損益 ▲ 2 ▲ 2 0

与信費用（①＋②－③） 7 11 4

税引前当期純利益 127 89 ▲ 38

当期純利益 90 69 ▲ 21
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預金等利息 貸出金利息 有価証券利息 

・「地域密着化戦略」の実践による貸出金利回りの低下幅の抑制、有価証券運用力の強化に取り組み、資金利益は346億円で前期対比▲2億円。 

・経費削減に取り組み、コア業務純益は96億円で前期対比▲１億円の減少にとどめた。 

資金利益の増減要因 コア業務純益の増減要因 

（単位：億円） （単位：億円） 

合計 348 

▲5 

ボ
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利
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利
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要
因 

ボ
リ
ュ
ー
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要
因 

利
回
り
要
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貸 出 金 有 価 証 券 預金他 

合計 346 

▲2 

4．資金利益・コア業務純益 

▲1 ＋4 ＋2 

▲8 ▲2 ▲２ ＋11 

資
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役
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他 

▲2億円 

▲１億円 
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一般貸倒引当金 不良債権処理額 
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・平成２８年度は、大口与信取引先の債務者区分のランクダウン等による個別貸倒引当金の増加により与信費用が増加した。 

・与信費用率は前期対比０．０２ポイント上昇した。 

与信費用の推移 与信費用率の推移 

（単位：億円） 

合計 7 

与信費用 

貸出金平残 
与信費用率 =  × 100 

5．与信費用 

合計 ▲41 

合計 11 
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・「地域密着化戦略」によるお客さまの本業を支援する活動に取り組んだ結果、平成２８年度は５９６億円となった。 

・開示債権額５９６億円のうち、貸倒引当金および担保等による保全率は８８．８％と高い水準でカバーしている。 

金融再生法開示債権・不良債権比率の推移 金融再生法開示債権 保全状況 

正常債権 
９６.６１% 

１兆７,０１９億円 

貸出金等合計１兆7,615億円 
（平成２９年３月末時点） 

要
管
理
債
権 

０.

０
２
％ 

危
険
債
権 

３.

０
５
％ 

要管理債権 
４ 億円 

危険債権 
５３８億円 

担保等による 
保全額 

２７４億円 

貸倒引当金 
２５５億円 

合計 ３.３８% 

合計 ５９６億円 

保全されていない 
開示債権６６億円 

大きく上回る 
自己資本あり 

破産更生債権等 
５３億円 

（単位：億円） 

合計 596 

6．金融再生法開示債権 

合計 655 
合計 614 破

産
更
生
債
権
等 

０.

３
０
％ 

保全率 
８８.８％ 

自己資本 
１,474億円 

60  45  53  

564  
551  538  

31  
18  4  

3.59% 

3.36% 3.38% 
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0
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平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末 

破産更生 

債権等 

危険 

債権 

要管理 

債権 

不良債権 

比率 
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・当期純利益は、平成２８年度は前期対比▲２１億円の６９億円で４期ぶりに減少した。 

・当期純利益の減少によりＲＯＥは前期対比▲１．８７ポイントの４．８２％となった。 

当期純利益の推移 株主資本ROEの推移 

（単位：億円） 

   当期純利益 
 

   株主資本平残 
株主資本ROE =  × 100 

7．当期純利益・株主資本ＲＯＥ 

89 90 
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・「地域密着化戦略」に全行一丸となって取組み、お客さまとの永続的なリレーションの構築に向けてお客さまの真のニーズ 

 に応えるための活動に注力した結果、貸出金利回りの低下幅は前年対比▲０.０３ポイントにとどまった。 

利回り・利鞘等の推移 

8．利回り・利鞘 

単位：％、ポイント 

対前年度 対前年度

貸出金利回り 1.34 1.33 ▲0.01 1.30 ▲0.03

有価証券利回り 1.16 1.18 0.02 1.17 ▲0.01

経　費　率 1.12 1.10 ▲0.02 1.02 ▲0.08

預金等利回り 0.04 0.04 0.00 0.03 ▲0.01

総資金利鞘 0.07 0.10 0.03 0.16 0.06

平成26年度 平成27年度 平成28年度
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・ＯＨＲは前期対比▲０．５ポイントの７５.２％となった。引き続き、コア業務粗利益の増強と経費の圧縮により、同比率の 

 低下を図る。 

経費およびＯＨＲの推移 物件費の計画 

（単位：億円） 

合計 305 

●地銀共同センターへのシステム移行によるＩＴ関連経費が  

 一時的に増加しているが、平成30年度以降は減価償却負担   

 が終わることから、システム関連費用が削減できる見通し。 

●併せて、抜本的な業務改革による経費削減と営業人財増強 

 による収益力の強化を図っていく。 

 

合計 294 

９．ＯＨＲ 

合計 306 

152 149 145 

139 139 131 
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人件費 物件費 税金 OHR

平成28年度

（実績）

平成29年度

（計画）

平成30年度

（計画）

物件費総額 131億円 131億円 123億円

うち、IT関連経費 52億円 52億円 44億円
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5,854  6,103  6,516  
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個人預金 法人預金等 公金預金等 金融預金 

17,161  17,497  17,848  

718  716  715  
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大分県内 大分県外 

・預金等の通期平均残高は順調に増加しており、平成２８年度の年率は＋３.４％となった。 

・個人預金、法人預金についても、主たる営業地域である大分県内を中心に、残高は順調に増加している。 

預金等「通期平均残高」推移 

（単位：億円） 法人預金「通期平均残高」推移 

個人預金「通期平均残高」推移 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

合計 28,606 

10．預金等 

合計 27,140 
合計 27,641 

年率 
＋1.9％ 

年率 
＋1.9％ 

合計 17,878 合計 18,213 合計 18,563 

年率 
＋1.8％ 

年率 
＋3.4％ 

合計 6,489 
合計 6,755 

合計 7,212 

年率 
＋4.1％ 

年率 
＋6.8％ 
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5,724  6,035  6,130  
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県内事業性貸出金 県外事業性貸出金 

9,485  9,621  9,433  

4,551  4,861  5,000  

3,524  
3,398  3,284  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 

事業性貸出 個人ローン 地公体等 

・個人ローンは堅調に推移したものの、事業性貸出、地公体等が減少し、総貸出金の通期平均残高は減少した。 

・事業性貸出全体では減少したものの、県内事業性貸出は「地域密着化戦略」の取り組みにより、着実に増加している。 

貸出金「通期平均残高」推移 

（単位：億円） 

合計 17,717 

11．貸出金 

事業性貸出金「通期平均残高」推移 

合計 9,485 合計 9,621 合計 9,433 

（県外） 
年率 

▲7.8％ 

（県内） 
年率 

＋5.4％ 

（県外） 
年率 

▲4.7％ 

（県内） 
年率 

＋1.5％ 

（単位：億円） 

合計 17,560 合計 17,880 

年率 
＋1.8％ 

 
年率 

▲0.9％ 
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・預金等のシェアは、前年対比＋０.３ポイントの５５.３％となった。貸出金のシェアについては、闇雲に「量」を追求せず、 

 全行一丸となって「質」を重視した取り組みを実践したことから、前年対比▲１.0ポイントの４７.６％となった。 

預 金 等 貸 出 金 

≪預金等 大分県内シェア推移≫ ≪貸出金 大分県内シェア推移≫ 

12．大分県内シェア 

≪預金等 平成29年3月末時点 大分県内シェア≫ ≪貸出金 平成29年3月末時点 大分県内シェア≫ 
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7.9% 
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信用金庫 

信用組合 

47.6% 

3.8% 

17.7% 

13.2% 

10.5% 

7.2% 
大分銀行 

都市銀行・信託銀行 

地方銀行（当行除く） 

第二地方銀行 

信用金庫 

信用組合 
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債券 株式 その他 

・収益力の強化に向けて、有価証券は国内債券から外国債券・投資信託等へのリバランスを実施している。 

・有価証券利息配当金は、前期対比＋３億円の１２８億円となった。 

・有価証券評価損益は、金利上昇による内外債券の含み益が減少し、前期対比▲１０９億円の３５１億円となった。 

有価証券残高推移 有価証券利息配当金と利回り推移 

（単位：億円） 

合計 10,910 

合計 460 

13．有価証券ポートフォリオ 

合計 10,424 
合計 10,601 

合計 351 

合計 581 

円貨債券修正デュレーションの推移 

有価証券評価損益推移 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

合計 125 合計 128 合計 121 

平成27年3月 平成28年3月 平成29年3月

修正
ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

3.81 3.66 3.79

2,915  2,607  2,434  

896  1,019  1,346  

3,050  3,140  2,963  

2,189  1,974  2,033  

386  
428  449  

986  1,430  1,684  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末 

国債 地方債 社債 外国証券 株式 その他 

85 89 90 

35 36 37 

0.95% 0.98% 0.98% 

2.38% 2.36% 2.22% 

1.16% 1.18% 1.17% 

0%

1%

2%

3%

0

50

100

150

平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末 

国内利息配当金 国際（外貨）利息配当金 
国内利回り 国際（外貨）利回り 
全体利回り 
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2,480  
2,645  2,749  
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659  
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880  677  

68  126  
70  

0

1,500

3,000

4,500

平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末 

生命保険 投資信託 公共債 外貨預金 

745  804  852  

939  

1,028  
782  

62  

20  

12  

119  

107  

167  

36  

32  

16  

0

500

1,000

1,500

2,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 

生命保険 投資信託 公共債 外貨預金 損害保険 

・金融市場の低迷により、販売が伸び悩み、預り資産残高、預り資産手数料は前期に比べて減少した。 

・預り資産手数料は、生命保険、外貨預金の販売手数料がともに増加したが、投資信託を中心に販売手数料が減少した。 

預り資産 残高推移 預り資産 手数料推移 

（単位：億円） （単位：百万円） 

合計 1,829 
合計 4,155 

14．預り資産 

合計 4,322 合計 4,339 合計 1,901 

合計 1,991 
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・地域の中小企業のお客さまへの貸出や有価証券運用において積極的なリスクテイクを行ったことからリスク・アセットは増加した 

 ものの、利益計上に伴う自己資本の充実により、自己資本比率は前期対比＋０.１３ポイントの１０.３４％となった。 

・資本の充実度については、部門別資本配賦後の待機資本も十分確保されており懸念はない。 

自己資本額・自己資本比率等の推移 資本の配賦状況 

待機資本 
（バッファー） 

５１１億円 

オペリスク６１億円 

信用リスク 
３３０億円 

市場リスク 
３５０億円 

 ＜前提条件＞ 

 ・コア預金（内部モデルを使用） 

 ・ストレス的な金利変動シナリオ 

  保有期間1年、観測期間5年で計測される金利変動の1パーセンタイル値と 

  99パーセンタイル値を使用。 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

15．自己資本とその配賦状況 

アウトライヤー比率 

コア資本 
１,４７４億円 

  ⇐ 旧Tier2項目７２億円を控除 

配賦資本 
１,４０２億円 

損失額 自己資本 アウトライヤー比率

平成２９年3月 44 1,474 3.02%

預貸金の金利リスク 
１５０億円 1,379  1,438  1,474  

10.07% 10.21% 10.34% 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末 

自己資本 自己資本比率 
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・株主還元は、安定配当を継続実施していくことを利益還元の基本方針としており、年間７円の配当額を維持していく。 

配当額の推移 

株主への利益配分の状況 

株主還元率の推移 

（単位：百万円） 

16．株主還元 

●平成２６年度は自己株式の取得を実施、平成２７年度以降は実施して  

 いない。 

  

●引き続き蓄積した内部留保を、収益力の向上に向けて活用し経営 

 基盤の一層の強化を図ると共に、株主の皆さまに対しては安定的 

 かつ継続的な利益還元を行っていく方針。 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

年間配当額 1,103 1,092 1,100

自己株式取得額 2,999 ー ー

株主還元額 4,102 1,092 1,100

当期純利益 8,990 9,093 6,927

配当性向 12.3% 11.9% 15.9%

株主還元率 45.6% 11.9% 15.9%

45.6% 

11.9% 

15.9% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成26年度 平成27年度 平成28年度 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

中間 ３円００銭 ３円５０銭 ３円５０銭

期末 ４円００銭 ３円５０銭
３円５０銭

（予定）

年間 ７円００銭 ７円００銭
７円００銭

（予定）

１株当たり

配当額
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≪預貸金等平残推移≫ 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

17．平成2９年度業績予想 

・マイナス金利政策の影響による資金利益の減少や外貨調達コスト増加等から、経常利益は今期対比▲２０億円の７１億円と 

 なり、当期純利益も今期対比▲１８億円の５１億円となる予想。 

 日経平均株価   17,000円～21,000円 

 円／ドルレート  105円～125円 

 円／ユーロレート 110円～130円 

 ○貸出金、有価証券はポートフォリオリバランスにより 

  収益性を向上させていく。 

業績予想の前提条件 平成２８年度実績 平成２９年度予想 増　減

経常収益 490 471 ▲ 19

コア業務粗利益 390 355 ▲ 35

業務粗利益 384 359 ▲ 25

資金利益 346 328 ▲ 18

役務取引等利益 58 56 ▲ 2

その他業務利益 ▲ 20 ▲ 25 ▲ 5

（うち国債等債券損益） ▲ 6 4 10

経費 294 294 0

業務純益（一般貸倒繰入前） 90 65 ▲ 25

コア業務純益 96 61 ▲ 35

一般貸倒引当金繰入額① ▲ 5 0 5

業務純益 95 65 ▲ 30

臨時損益 ▲ 4 6 10

不良債権処理額② 16 ー ▲ 16

貸倒引当金戻入益③ ー 8 8

株式等損益 12 6 ▲ 6

その他臨時損益 ▲０ ▲ 8 ▲ 8

経常利益 91 71 ▲ 20

特別損益 ▲ 2 ▲ 1 1

与信費用（①＋②－③） 11 ▲ 8 ▲ 19

税引前当期純利益 89 70 ▲ 19

当期純利益 69 51 ▲ 18

27,641  
28,606  29,231  

17,880  17,717  17,255  

10,586  10,922  11,275  

0

10,000

20,000

30,000

平成27年度 

（実績） 

平成28年度 

（実績） 

平成29年度 

（予想） 

預金等平残 貸出金平残 有価証券平残 



Ⅱ．当行の経営戦略 



22 14th Information Meeting 
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地域社会は人口減少や企業数の減少、生産年齢人口の減少による労働力問題等、数多くの社会的課題
を抱えており、その解決に向けた長期的な取組みが必要不可欠となっている。大分銀行は地域社会の
繁栄、発展にしっかりと貢献し、地域社会全体にとってプラスとなる取り組みを実践していく。 

【大分県の将来推計人口】 
（国立社会保障・人口問題研究所(2013)） 

【大分県の法人数】 
（国税庁 統計資料(2016)） 

0 

人口計 
1,167 人口計 

955 

（単位：千人） 

（単位：一社） 

１．ＣＳＶの実現 

お客さまの事業や生活を 

直接支援 
地域活性化の取組みへの 

直接関与 

 大分銀行グループの成長、発展は、地域社会の繁栄と一体の関係 

にあります。 

 大分銀行グループは地域のお客さま、そして地域社会全体の成長、 

発展に向けて、積極的に直接支援、直接関与を実践し、全役職員が 

一丸となって、地域の皆さまとのCSV（Creating Shared Value） 

の実現に取組んでまいります。 

地域社会全体 地域のお客さま 

CSVの実現：地域と大分銀行の共有価値の創造 
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２．「中期経営計画2016」 

地域への熱い「オモイ」を「カタチ」にするため行動し、 

お客さまとの共有価値を創造し続ける銀行 

【ビジョン】 

（目指す姿） 

【大前提】コンプライアンス 

【基本テーマ】 

（スローガン） 

【基本方針】 

（施策の共通理念） 
ＣＳＶの実現 

重要課題１ 

高付加価値の 

実現に向けた 

営業の実践 

重要課題２ 

成長力と持続可能性を 

最大化する 

基盤の強化 

重要課題３ 

情熱を持って行動する

人財の育成と 

組織力の向上 

「中期経営計画2016」の体系図 

「中期経営計画2016」（期間：平成28～30年度の３年間）においては、基本テーマ「Best 
Quality」の下、大分銀行がお客さまに提供する付加価値や自らの企業価値等の「質」を最高レベル
に引き上げる取り組みに注力し、「ＣＳＶの実現」に向けた各種施策を実践していく。 

重要課題 

1 

重要課題 

2 

重要課題 

3 

高付加価値の実現に向けた営業の実践 

成長力と持続可能性を最大化する基盤の強化 

情熱を持って行動する人財の育成と組織力の向上 

「お客さまに高付加価値と認めて頂けるサービスを実践する」 

という考え方を徹底し、お客さまの真のニーズにしっかりと 

応え、CE（お客さまの感動）を実現します。 

主に地域全体という意味での「営業基盤」と行内態勢という 

意味での「経営基盤」という当行の成長の土台となる基盤を 

強化し、地域社会と当行自身の持続可能性を最大化します。 

統合的リスク管理やガバナンスの高度化により、大分銀行 

グループの組織力を強化すると共に、人財育成を貴ぶ風土の 

構築等を通じて行員の育成およびその環境整備に取組みます。 
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5,724  
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 県内事業性・個人ローンの強化に注力し、「量」よりも「質」を重視した貸出の増強。 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

個人ローン 

県外事業性 

県内事業性 

地公体等 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 

【セグメント別の平均金利の推移】 

強化セグメント 
Point１ 県内事業性・個人ローンの強化 

▶ 「県内事業性」「個人ローン」の貸出残高の強 

  化を行う。 

Point２ 県外事業性・公共向けは選別 

▶ 「県外事業性」「地公体等」の貸出は条件・金 

  利などを考慮して選別を行い、無闇な金利競争   
  は行わない。 

Point３ 「量」よりも「質」を重視 

▶ 無闇に「量」を追うのではなく、金利（利回 

  り）などの「質」を重視した貸出金を強化して   
  いく。 

  ➡総貸出金は減少するが、「県内事業性」、 

   「個人ローン」の貸出金は着実に増加。 

  ➡貸出金利回りの低下幅を抑制 

    （平成28年度実績 対前年度▲0.03ポイント） 

   総資金利鞘を改善 

    （平成28年度実績 対前年度＋0.06ポイント） 

３．貸出金のリバランス 

（単位：％） 

【セグメント別の通期平均残高】 

選別セグメント 

強化セグメント 

選別セグメント 

（単位：億円） 
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 県内事業性の強化に向けて「行動プロセス変革」「とことん本業支援」「積極的なリスクテイク」を実施。 

施策１ 行動プロセス変革 

▶ 短期的な視点でなく、お客さまを  

  支援するプロセスを重視し、中長 

  期的にお客さまの成長に資する質  

  の高い営業を行う「行動プロセス   

  変革」を実践中。 

▶ 人事評価も「行動プロセス」を評 

  価する制度を今期から導入し、行 

  員のやる気、モチベーションを更 

  に引き出す施策を実施。 

４．県内事業性の強化策 

施策２ とことん本業支援 

▶ お客さまのニーズを「資金面」だ 

  けで捉えず、「会社を存続、成長   

  させたい」という本源的なニーズ 

  を理解し、大分銀行グループ全体   

  で本業を「とことん」支援する。 

 

施策３ 積極的なリスクテイク 

▶ 当行の資本充実度は、部門別資本 

  配賦状況の「待機資本」は十分確 

  保されており、途上与信管理を 

  しっかり行いながら、県内企業に   

  対して積極的なリスクテイクを行 

  う。 

  ➡平成28年度 待機資本511億円 

   参照 ｐ18「15．自己資本とその配賦状況」 
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 行動プロセス変革によって「お客さまの満足度向上」「行員の意識向上」「収益に貢献」につながる。 

効果１ お客さまの満足度が8割超 

▶ 行動プロセス変革後のお客さまアンケートで当 

  行との取引に対しての満足度が8割超。 

 

 

 

 

効果２ 行員の意識・モチベーション向上 

▶ お客さまのニーズの充足、課題解決活動によって 

  感謝され、行員のやりがい・意識・モチベーション 
  が向上。更なるお客さまへの付加価値の提供の正の 
  スパイラルへつながる。 

効果３ 収益に貢献 

▶ 資金調達の優先相談の向上 

▶ 収益環境が大きく変化する中、金利以外の経営   

  サポートによる貸出金利回りの低下幅を抑制 
   ➡平成28年度 対前年度▲0.03ポイント 

▶ 資金ニーズだけでなく、課題解決に向けてのビ 

  ジネスチャンスの発掘。 
   ➡法人関連手数料の積み上げ 

５．行動プロセス変革 

行動プロセス変革 

▶ 取り組み内容 

  ●お客さまを基軸とした目線に切り替えてニーズに 

   しっかり応えながら、収益につなげていく行動へ 
   と変革する。 

  ●短期的な取り組みだけでなく、中長期的な地道な 

   行動・取り組みを評価する。 

▶ 目 的 
 ●お客さまのニーズを満たしたり、課題を解決して 
  いく行動を通じてお客さまの満足度を向上させ、  
  お客さまと当行双方の付加価値を高める。 

▶ 展開状況 

  ・法人営業分野を対象に開始 

  ・平成27年度下期 大分市内１ブロックで試行 
           （古国府ブロック 7店舗） 
  ・平成28年度上期 大分市・別府市で実施 
           （7ブロック 49店舗） 
  ・平成28年度下期 大分県全域で実施 
           （14ブロック 88店舗） 
  ・平成29年度上期 個人営業分野にも拡大 

45.0% 

38.0% 

13.4% 

2.4% 
1.2% 満足 

やや満足 

どちらでもない 

やや不満 

不満 n=782 

【お客さま満足度】 

満足層 8割超 
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地域のお客さまとのお取引における基本姿勢 お客さまの経営課題解決への取組み 

≪お客さまの業歴≫ 

≪

お
客
さ
ま
の
経
営
状
況≫

 

取組姿勢を安易に変えず、 

とことんお付き合いさせて頂く。 

お客さまの業績 

当行の取組姿勢 

お客さまの業績の変動に関わらず、 

一貫してサポートを実践する。 

大分銀行グループは、お客さまの短期的な業績の変動にとらわれることなく、お客さまの事業の発展
を「とことんサポート」していく。「三方よし」（売り手よし、買い手よし、世間よし）の実現に 
長期的かつ一貫して取組み、地域のお客さまとの間に永続的なリレーションを構築する。 

「三方よし」を実現 

・売り手よし … 地域と大分銀行グループとのリレーションの強化 

・買い手よし … お客さまの事業の成長、発展 

・世間よし  … 地域の活性化とサステナビリティの確保 

６．地域のお客さまとのお取引における基本姿勢 

  お客さまのニーズを資金調達という狭い範囲で捉えることなく、 

「会社を存続、成長させたい」というお客さまの本源的なニーズを 

 理解し、中長期的な視座を重視しながら、お客さまの経営課題全般 

の解決に取り組んでまいります。 

短期的なお客さま業績の変動にとらわれず、 

お客さまが抱える真の課題の解決に取り組む。 

財務面に限らず、お客さまが抱える本源的な 

経営課題に関する情報をご提供頂く。 

≪お客さま≫ 

お客さまの事業に活力が生まれ、地域全体の活性化にも繋がる。 

お互いに本音で話合い、協力し、WIN-WINの関係を構築 
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大分銀行における中小企業のお客さまへの経営支援の取り組み方針 

７．経営支援の取り組み方針 

・大分銀行グループでは大分銀行の営業店および本部、そして関連会社が一丸となって、お客さまのサポートに取組みます。 

・大分銀行の本部では主に法人営業支援部（ソリューション営業室、事業支援室、公務室、国際営業室にて構成）がお客さまへの 

 経営支援を担当します。 

・また、必要に応じて外部専門家や公的支援機関等とも連携する等、お客さまの幅広いニーズにお応えできる態勢を整えております。 

大分銀行グループ 

【経営支援態勢・提案内容のイメージ】 

中小企業のお客さまの状況を丁寧に把握し、ライフステージや事業の持続可能性の程度等を適切かつ 
慎重に検討したうえで、お客さまの経営改善や事業再生・業種転換等に資するよう努めてまいります。 
また、関連会社、外部専門家・外部機関とのネットワーク等を活用し、お客さまの状況に応じた最適な 
ソリューションをお客さまの目線に立って提供し、お客さまの主体的な取り組みを支援してまいります。 
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８．お客さまのライフステージに応じたサポート 

大分銀行グループはお客さまのライフステージに応じたあらゆる経営ニーズに的確に対応していく。 
大分銀行グループの専門スタッフが企業経営に関する様々なソリューションの提供を行う。 

 創業・開業  成長・成熟  経営改善  事業再生  整理・事業承継 
お客さまの 

ライフステージ 

サポートイメージ 

・創業等にあたっての 

 各種相談受付、資金 

 調達等をサポート 

・ビジネスマッチング 

 や海外進出、M&A等 

 成長をサポート 

・事業計画の策定から 

 計画実行までを 

 総合的にサポート 

・事業再生や業種転換 

 を外部機関・公的機 

 関と連携しサポート 

・自社株評価や適切な 

 スキームの提案等、 

 問題解決をサポート 

サポート内容 

資金調達（融資等） 

公的助成金 

創業サポート 

クラウドファンディング コンサルティング 

資金調達（融資等） 
ビジネスマッチング 

公的助成金 
事業の多角化 

海外サポート 
M&A 

経営改善支援 

必要に応じた融資支援 

販路拡大・IT化支援 

事業再生支援 

業種転換 

DES・DDS・ 
DIPファイナンス 

事業承継 

M&A、廃業支援 

事業再生支援 

サポート体系 

外部専門家連携機関・公的支援機関・海外提携銀行・中小企業再生支援協議会・REVIC・大分県信用保証協会等との連携 

大分銀行グループ 

連 携 

大分銀行 営業店 大分銀行 本部 関連会社（グループ会社） 
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県内事業性貸出金平均残高と中小企業等貸出金残高 

お客さまの事業や生活を支援する取り組みを大分銀行グループ一丸となって実践した結果、 
大分県内における事業性貸出金および大分県外を含む中小企業等貸出金は堅調に増加している。 

９．円滑な資金供給 

5,724  

6,035  
6,130  

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

H26年度 H27年度 H28年度 

11,268  
11,740  11,889  

63.1% 
65.4% 

68.3% 

30%

40%

50%

60%

70%

80%

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

H27.3 H28.3 H29.3

中小企業等貸出金残高 中小企業等貸出比率 

ご融資のお取引を頂いている地域毎のお客さまの数 

8,289  8,270  8,385  

797  809  843  

185  173  162  

98.0% 98.1% 98.3% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

H26年度 H27年度 H28年度 

大分県内のお客さま 九州内のお客さま 

その他のお客さま 九州内のお客さまの比率 

（単位：一先） 

（大分県を除く） 

（大分県を含む） 

【中小企業等貸出金残高と全貸出金に占める比率】 

0 

（単位：億円） 

【県内事業性貸出金平均残高】 （単位：億円） 

0％ 

0 

合計 
9,271 

合計 
9,252 

合計 
9,390 
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 個人ローンの強化に向けて「行動プロセス変革」「ローンプラザによる推進」「ITを活用した効率的な推進」を実施。 

施策１ 行動プロセス変革 

▶ お客さまのライフステージに注目 

  した「行動プロセス変革」への取 

  り組みを今期から開始。 

▶ ターゲット顧客を明確化 

    収益顧客層 約4万8千先 

▶ 既存住宅ローン先のフォローアッ 

  プによる取引離反防止・ライフス    

  テージに基づくクロスセル実施。 

▶ 職域・地域コミュニティの活用に 

  よる囲い込みを実施。 

10．個人ローンの強化策 

施策２ ローンプラザによる推進 

▶ 個人ローンの中心である住宅ロー 

  ンについて、土日営業する「ロー 

  ンプラザ」（県内５拠点）を活用 

  して、住宅関連業者の囲い込みな 

  どを行い効率的な推進を実施。 

▶ ローンプラザの営業地域は大分県 

  内の新設住宅着工の７割超をカ 

  バーしている。    

施策３ ITを活用した効率的推進 

▶ ローン増強に向けて各種キャン   

  ペーンを積極的に展開。 

▶ Web完結型カードローンやイン 

  ターネットを通じた仮申し込みな   

  どのITを活用した効率的な推進を   

  実施。 

▶ ネット広告によるプロモーション 

  活動の充実やネット仮審査と土日 

  営業、営業時間延長を実施する店   

  舗への誘導によるネット・リアル 

  店舗の相乗効果を発揮。 
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11．有担保ローンの増強 

住宅関連ローン 

【ローンプラザ一覧】 

 「ローンプラザ」を５箇所設置。営業地域は大分県の新設住宅

着工の７割超をカバーしている。 

【住宅関連ローン残高推移】 

アパートローン 

【アパートローン残高推移】 （単位：億円） 

0 

年率 
▲2.2％ 

年率 
＋2.2％ 

年率 
＋1.7％ 

年率 
＋3.5％ 

（単位：億円） 

0 

土日も営業する「ローンプラザ」を活用し、効率的な営業態勢を構築。住宅関連業者の囲い込み等
を行い、住宅関連ローンの増強している。アパートローンは、地元（県内85％）を中心に実需に
沿った推進を実施している。 

 アパートローンの営業地域は、大分県内が85％、県外15％と

地元中心に実需に沿った推進し、ポートフォリオ上のリスク検証

と管理をしっかり行っている。 

【大分県内の貸家の推移】 
参考：新設住宅着工戸数（県内シェア）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

ローンプラザ

（3拠点）
大分市

1,731戸

（47.2%）

2,130戸

（53.5%）

1,737戸

（47.4%）

別府ローンプラザ 別府市・日出町
493戸

（13.4%）

526戸

（13.2%）

456戸

（12.4%）

県北ローンプラザ
中津市・宇佐市

豊後高田市

499戸

（13.6%）

530戸

（13.3%）

596戸

（16.3%）

注意：数値は持家＋分譲　　　資料：国土交通省「住宅着工統計」

主たる営業地域

対前年度 対前年度

貸　家 2,688戸 2,991戸 11.3% 3,260戸 9.0%

資料：国土交通省「住宅着工統計」

平成26年度 平成27年度 平成28年度
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12．消費性ローンの増強 

フリーローン・カードローンの増強 

（１）配慮に欠ける広告・宣伝の抑制 

   ➡ 対応済み 

  【具体的内容】 

   ・安易な借入を助長する文言を削減 

     (即日融資･所得証明書不要） 

   ・過剰な借入れを抑制する文言を広告物に記載  

      (ご利用は計画的に等) 

 

（２）健全な消費者金融市場の形成に向けた審査態勢等の整備 

   ➡ 整備を行う予定 

  【具体的内容】 

   ・「収入に対する総借入金額の割合（年収の１/３以内 

     等）」に関する基準を検討中。 

   ・一定金額以上の借入金額のお客さまからの収入証明書 

     を徴収予定。 

【フリーローン残高】 
（単位：億円） 

【カードローン残高】 

「銀行による消費者向け貸付に係る申し合わせ」の対応 

0 

（単位：億円） 

年率 
＋10.6％ 

年率 
＋17.1％ 

年率 
＋8.8％ 

年率 
＋9.7％ 

新商品の導入や非対面チャネルの充実による消費性ローンは堅調に増加した。 
全銀協「銀行による消費者向け貸付に係る申し合わせ」については対応を実施・検討中である。 
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 営業店と本部の各種専門チーム・専担者と連携してお客さまをサポートする中で、役務収益を増強する。 

13．役務収益の増強 

預り資産販売態勢の強化 法人関連手数料の増強 

▶ 提案・サポート態勢の充実 ▶ 提案・サポート態勢の充実 

  ●行動プロセス変革によって、営業店がお客さまの財務面に    

   限らず、経営課題についての情報を集積・データ化。 

  ●本部に経営課題解決のための専門チーム・専担者と営業店 

   と連携して、お客さまの経営課題に則したソリューション 

   を提案・サポートを実践。 

【ビジネスマッチング実績】 

平成28年度  ビジネスマッチング件数 

397件 

＋141 
件 

        うち成約件数 

231件 

＋60 
件 

【事業承継・M＆A支援実績】 

平成28年度  事業承継支援件数 

163件 

＋89 
件 

        M＆A相談対応件数 

197件 

＋146 
件 

対前年度 

対前年度 

対前年度 

対前年度 

  ●フィデューシャリー・デューティーの実践のために、豊富 

   な知識と経験を有する本部の専門チームと日々お客さまと 

   直に接している営業店が連携し、お客さまから信頼される 

   高度な専門性とお客さまそれぞれのニーズに沿った最適な 

   選択肢を提示するコンサルティングを実践。 

▶ セミナーや相談会の開催 

  ●お客さまに各種マーケット情報を提供のため、資産運用に 

   関する様々なセミナーや相談会を随時開催。 

▶ タブレット端末導入台数の増強 

  ●提案力強化のため、タブレット端末の台数を増強 

【タブレット端末導入台数】 

450台 300台 
平成27年度 

平成28年度 

1.5倍 
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 業務改革による営業人員の増強と経費削減チームによる経費圧縮を図り、収益力の強化を図る。 

14．営業人員の増強・経費圧縮 

経費削減チームによる経費圧縮 

▶ 平成25年度から継続して業務改革を実施。 

  平成29年3月末までに225名相当分の事務を削減した。 

  業務改革による捻出した人員を得意先をはじめとした営 

  業人員に振り向け、収益力の強化につなげる 

業務改革による営業人員の増強 

▶ 各部横断の経費削減チーム内に専担者を配置し、経費削減策 

  の検討、適正経費の審査を継続的に実施して経費圧縮に取り 

  組む。 

▶ 地銀共同センターへのシステム移行に伴い、一時的に増加し 

  ていた関連経費が、平成30年度以降減少する。 

業務改革 
平成25～28年度 

225人相当の事務を削減 

平成25年度 
356名 

平成28年度 

509名 

153名
増強 

【得意先人員の増強】 

総人員の圧縮 
成長分野への
人員シフト 

【物件費計画】 
（億円） 

削減 
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地方創生に全行一丸となって取り組むため、本部組織を見直し、「地域創造部」を新設した。 
大分県内の地方公共団体と包括的な連携協力協定を締結し、諸課題について情報共有を行うと共に、 
その解決に向けた取り組みを行う。 

15．地方創生に向けた取り組み 

県や市町村との包括的な連携協力協定 「地域創造部」の新設 

≪宇佐市≫ 

H27.8.27締結 

≪大分市≫ 

H27.10.20締結 

≪臼杵市≫ 

H25.11.7締結 

≪佐伯市≫ 

H26.1.8締結 

≪竹田市≫ 

H26.2.21締結 

≪津久見市≫ 

H26.10.7締結 

≪大分県≫ 

H27.11.19締結 

≪中津市≫ 

H27.11.5締結 

≪九重町≫ 

H27.11.9締結 

≪国東市≫ 

H27.11.12締結 

≪豊後高田市≫ 

H28.1.20締結 

≪別府市≫ 

H27.12.4締結 

≪日出町≫ 

H28.1.28締結 

≪日田市≫ 

H28.2.12締結 

≪由布市≫ 

H28.2.16締結 

≪杵築市≫ 

H28.3.24締結 

≪豊後大野市≫ 

H28.2.25締結 

≪玖珠町≫ 

H28.6.22締結 

  地域活性化に貢献するため、以下の事項を目的として、大分県内の 

 地方公共団体と包括的な連携協力協定を締結しております。  

 ・人的・知的資源の活用等を図り、地域振興のプランニングを行う。 

 ・社会インフラや産業・観光振興の分野を中心に相互に有意義と 

  認められる諸事業を行う。 

法人営業支援部 

ソリューション営業室 

事業支援室 

公務室 

国際営業室 

地域支援室 

地域創造部 

地域活性化推進グループ 

社会貢献グループ 

独立・部として新設 

（旧）法人営業支援部組織図 

  地方創生の実現に向け、地方公共団体との連携を強化し、全行一

丸となって地方創生に取り組む体制を構築するため、平成28年6月に

本部組織を見直し、「法人営業支援部地域支援室」を独立させ「地域

創造部」を新設しました。 
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担当 役割

 大分・宮崎両県における周遊先の選定支援

 および候補となる地場企業等との折衝、

 大分県・宮崎県におけるインフラ整備を

 はじめとした訪日観光客の受入環境の整備

大分カード・

宮銀カード

 大分・宮崎両県の観光地における決済面を

 はじめとした訪日観光客の受入環境の整備

大分県・宮崎県
 大分・宮崎両県における周遊先の選定

 および周遊先自治体との折衝

JCB
 台湾における海外JCBカード発行金融機関

 および旅行代理店等との折衝

J&J事業創造
 観光地における免税サービス提供をはじめ

 とした訪日観光客の受入環境の整備

地方創生の取り組みの一環として、インバウンド観光の拡大に向けたオリジナルのツアーを開催。 
実施後のアンケートや購買動向結果を分析し、中長期的に観光客の増加、更には地域経済の活性化を
図る。引き続き「地域創造部」を中心として、地域活性化への取り組みを実践していく。 

16．地域活性化に向けた外部連携の取り組み（一例） 

大分・宮崎インバウンド モニターツアーの実施 【平成28年6月1日付 大分合同新聞記事】 

平成28年5月、観光振興の協定を締結し、それぞれが以下のとおり連携。 

平成28年10～12月、大分県・宮崎県のオリジナルルートを 

4泊5日で周遊するツアーを3回実施し、台湾人のべ66名が参加。 

今回収集したデータを活用した外国人観光客の受入環境の整備や、 

参加者による情報発信を通じた観光客数の増加が見込まれる。 
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「大分銀行 宗麟館」では、お客さまの本業を支援するため、各種セミナーや商談会を多数開催。 
また、お客さまが自社の事業や商品を広くＰＲする展示会の場としても活用していく。 

17．「大分銀行 宗麟館」の活用 

【セミナー風景】 

【商談会風景】 

【展示会風景】 

【商品試食・試飲会風景】 

お客さま同士を結び付ける地域のプラットフォーム 
（情報交換、ビジネス創造・新規起業、連携拠点） 

＝ 

お客さまの新しい商品や技術、サービス等を広く発信し、自社を広くPRする場として、また、 

大分銀行グループからの様々な経営サポートを受ける場として「大分銀行 宗麟館」をご活用頂く。 

お客さまの持つ強みや弱みをデータベース化し、ビジネスマッチングに繋げる等、お客さまの 

事業の発展をサポートする取組みを行う他、お客さまの暮らしに役立つセミナー等も継続開催する。 

地域のお客さま 

… 

… 
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地域のサステナビリティを確保する観点からも、文化・スポーツ活動の充実は必要不可欠な事項であ
り、大分銀行は、これらの活動へのサポートに対して主体的かつ積極的な取り組みを実践していく。 

18．文化・スポーツ活動へのサポート 

文化活動へのサポート スポーツ活動へのサポート 

●例年5月に開催される「別府アルゲリッチ音楽祭」において、唯一の 

 特別協賛企業としてボランティアの派遣等を行っています。 

●大分銀行ドームにて、大分トリニータの試合に合わせ「だいぎん 

 スペシャルサンクスデー」を毎年継続開催しています。 

その他大分銀行がサポートしている文化活動の例 その他大分銀行がサポートしているスポーツ活動の例 

＜大分アジア彫刻展＞ ＜in Beppu（個展形式の芸術祭）＞ 

＜大分ジュニアオーケストラ定期演奏会＞ ＜べつだいウォーク＞ ＜OITAサイクルフェス!!!＞ 

＜大分県内のプロスポーツチームへのサポート＞ 
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FinTechは、技術革新を踏まえた劇的な環境変化に対応するため、銀行全体の視点で「成長領域」
「取引基盤維持領域」「業務追加領域」「業務高度化領域」の各領域で、当行の環境に適したサー
ビスを導入・検討していく 

19．FinTech（フィンテック）への取り組み 

取引基盤維持領域 成長領域 

業務高度化領域 業務追加領域 

既存業務 新機能 

お
客
さ
ま
接
点 

行
内
業
務 

Web・モバイルサービスの充実・拡充 
 ●コールセンターチャットボット 
 ●アプリバンキング      ●通帳レス 

銀行の将来像を踏まえた営業店像の構築 
 ●WEB-ATM ●軽量型店舗 ●デジタルサイネージ 

ビッグデータの活用 
 

●顧客情報一元化     ●マーケティング高度化 
●ビッグデータ基盤 

 
●事務サポート（AI、チャットボット） 
●ロボティックプロセスオートメーション 

新商品や制度変更による業務追加 
  

 ●勘定系システム変更 
 ●既存サブシステムの変更 
 ●パッケージシステムの購入 
 

新たな取り組み 
  

 ●オンラインレンディング   ●電子決済 
 ●SNS・即時決済       ●ロボアドバイザー 
 ●家計簿アプリ        ●即時払い 
 ●クラウドファンディング   ●地域通貨 
 ●農産流通ファイナンス    ●クーポン配信 

 FinTechの領域を「お客さま接点・行内業務」「既存業務・新規機能」の２軸で分類し、4つの領域で当行の環境に

適したサービスを単独、または他行や外部ベンダーとの連携含めて導入・検討していく。 

 ●オムニチャネル構想      ●内外為替送金  
 ●銀行サービスプラットフォーム 

NTTデータ 
共同MCIFセンター参加 

内外為替一元化 
コンソーシアム参加 

アプリ 
刷新予定 

投資信託専用ロボ・ 
アドバイザーツール

「PORTSTAR」導入 
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 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。 

 こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内包しております。 

 将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。 

≪記載内容に関するお問い合わせ先≫ 

株式会社 大分銀行 総合企画部 

広報グループ 大嶋・橋本（電話：097－538－7617） 

ホームページアドレス ： http://www.oitabank.co.jp/ 

Ⓒ1976, 2014 SANRIO CO,. LTD. APPROVAL No. G550612 



夢を共に分かち合う。厳しさを共に実感する。長い時間を共に過ごし、考え抜き、とことん話し合う。 

それも、ひとりの行員とお客さまという関係を超え、何としてもお役に立ちたいという、執念に近い情熱。 

アイデアにあふれ、期待に応える提案。また、ひとりの人間としての信頼。そこで、はじめて、強い絆が生まれる。 

 

やりきること。挑戦すること。諦めないこと。 

そして、地域の皆さまやお客さまと、その発展・成功を共に喜び、「大分銀行で良かった」と感動して頂くこと。 

 

それが私たちの、感動です。 


